













































































































































Fritz Neumark, 1900-1991， Grundsatze gerechter und okonomisch ratio-





















新しい，非常に概観的な論述であるF. Neumark, Art., Steuem ｌ: Grund-
lagen, in : Handworterbuch der Wirtschaftswissenschaft （ＨｄＷＷ.）,Ｂａｎｄ７，
























































































































































































































































































































































































































































めの税制改革』1984年Tax Reform for Fairness,Simplicity,and Economic
Growth, The Treasury Department Report to the President,3 ｖols･，Wa-
shington,D. Ｃ･，1984, XLVIII＋798 pp. という標題のものである。
　本リポート，第１巻，第２章では，望ましい税制のあり方の諸基準とい
う形で，いわゆる租税原則論が展開されている。
　ここでの税制改革の目標ないし基準は，まさに本リポートの題名どおり
　公平fairness
　簡素　および
　経済成長に資する
税制を確立することにあった1）。
　したがって，これを通常の租税原則の形に表現しなおすならば，ここに
見られる租税原則体系は，たとえば，
　課税の中立性原則
　課税の公平原則
　経済成長の資すべき課税の原則
　課税の簡素原則
といった諸原則に分解してもよいであろう。
　ただし，本リポートにおける租税原則体系論において，注目すべくかつ
－28－
特徴的なことは，租税原則体系の構成論からすれば，つつましやかな役割
に甘んすべしとされるはずの，課税の簡素という税務行政的技術原則。こ
れがここでは，税制の現状批判，現状改革といった現実政策的立場から，
非常な重要性を担わせられている点であろう1)。
　さて，これら諸原則の内，税税原則体系の構成論から見て特に重要な原
則は，課税の
　①　経済的中立性の原則
　②　公平性の原則
の二つであった。
　まず，税制はできうる限り民間の市場経済的に最高能率的な，最適経済
活動をゆがめるべきではない，という要請が，第１番目の課税の経済的中
立性の原則である。
　そして，たとえば税制改革の主要目標の一つである経済成長の維持も，
自由市場経済に本来的に備わっている，貯蓄や投資など成長への潜在諸力
を阻害しないような，①の課税の経済的中立性にもとづいた税制のもとで，
はじめて実現される。要するに，できる限り民間の自由な経済活動のあり
方を，課税がゆがめないことが，第１に要請されるわけである。
　この要請をやや具体的にいうならば，たとえば，課税にあたり，所得の
あらゆる源泉およびあらゆる使途に関して，統一的かつ平等な取り扱いを
なすべし，しかもできうる限りの低い税率でこれをなすべし，ということ
になるであろう。
　また，同様な経済的境遇の者には，ほぼ同額の租税負担をさすべきだ，
といった形で，②の租税負担の納税者間の公平原則が遵守さるべきことも，
－29－
本リポートは税制への最重要な要請としているのである。
　以上の両原則に次いでは，
　③　簡素な税制の確立の原則
があげられている。
　前二者の原則が，税制のもつ経済的・社会的機能次元のあり方にかかわ
るものであるのに反し，この原則は，税制そのものの，いわばその具体的
・技術的次元のあり方に，主としてかかわるものであった。
　そのゆえもあって，既述のとおりこの原則は，租税原則体系の構成論と
しては，つつましやかな役割をもっべきものではあった。しかし現実政策
的には，これはきわめて重要視されざるをえない原則でもあったのだ。
　そもそも簡素という表現は，若干抽象的であり，それゆえに，幾つかの
具体的な税務行政的・徴税技術的要請をも含みうる，やや包括的な概念と
いえるであろう。したがって，これはスミスの課税の四原則の内，いわゆ
る税務行政上の三原則である，課税の明確性，便宜性，最少徴税費の原則
をも含むものである，と考えてもよかろう。
　それのみではない。これに加えて，ここでの税制簡素化への要請は，結
果的には，多額の税収をもたらすべく，複雑なものとなりおおせてしまっ
ている現実の税制にたいし，納税者たる国民の側に立ってこれを思い切っ
て簡素化し，もって納税者側での納税協力費の最少化を狙い，同時に納税
者の納税モラルの低下の危険性をも減ずる，という重大な要請をもつもの
であった。
　他面においては，③の原則である簡素な税制の確立の実現は，上述①，
②の課税の最高原則の貫徹を阻む諸要因の内，その多くの重大な阻害要因
を排除しうべき前提となるものである。よってこの原則は，①，②の課税
原則の貫徹を，現実的に保証するための不可欠の前提としての，税務行政
的諸手段の体系の意味をももつ，課税の原則ともなるのである。
　要約しよう。本リポートにおける課税の諸原則は，以上のような形での。
　　　　　　　　　　　　　　　－30－
　課税の公平
　課税の経済的中立性（経済効率阻害最少性）
の二原則に，簡素という一つの包括的な
　課税の税務行政的原則
を配した，きわめて単純明快なものであった，と総括してよいであろう。
そして，これら三原則のいずれもは，租税思想史的に見ると，まさにアダ
ム・スミスの唱導した，個人主義的・自由主義的・法治国家論的・経済効
率的「小さな政府」観的課税の四原則の論述の内に含まれているのだ。こ
れはいわば，スミス課税原則論の現代的復活版ともいうべきものであった
のだ。
　これらの原則は，具体的な形では，課税にたいする現代的要請をも重点
的に取り入れたものであった。そのゆえもあって，タックス・ベースをせ
ばめる租税特別措置的なものを，できうる限り含まない，広い課税ベース
と低くフラットな税率とをもつ，いわゆる包括的所得税の提案など，本リ
ポートにもとづく税制改革（案）は，当該アメリカのみならず,今日の世界
の税制改革にたいしても，非常に大きな影響をあたえることになったのだ。
　かくして本リポートにかかげられた，公平，経済的中立（経済効率の低
下防止ないし経済成長維持），簡素という三つの課税原則は，いわば1980年
代，1990年代における，世界の税制改革の合言葉ともなる運命を，担っ
たものとなったのである1）。
－31－
付記
　本論文は，平成11年度成城大学教員特別研究助成にもとづく共同研究「19
世紀西欧における経済・社会思想」における，筆者の研究分担分の研究成果の
一部である。
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